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1．問題設定 
 
（1）問題の背景 

 予測が困難な時代における学校教育には子供たちが様々な変化に積極的に向き合い，他者と協働した課題解

決や新たな価値の創造，目的の再構築ができるようにすることが求められている（文部科学省，2018）。また，中

央教育審議会答申（2022）においては「令和の日本型学校教育」を担う教師の姿として，①環境の変化を前向き

に受け止め，教職生涯を通じて学び続けている，②子供一人一人の学びを最大現に引き出す教師としての役割を

果たしている，③子供の主体的な学びを支援する伴走者としての能力も備えていることが示されている。 

岡山県 X 市には現在 7 つの中学校があるが，生徒数の減少に伴い，2027 年度より中学校の統廃合が順次行わ

れる予定である。2025 年度 4 月時点での Y 中学校の生徒数は 21 名であり，市内の中学校において最も少ない。

生徒は幼少期から小さなコミュニティの固定化された人間関係の中で生活しており，多様な価値観に触れる機会

が限られている。一方で，Y 中学校の教員数は 9 名（管理職，養護教諭含む）であり，各教科につき一人の教員

（註 1）が授業を行っている。また，一学年一学級であるため，学級活動や総合的な学習の時間等は，主任・担

任の一人ないし二人で取り組んでいる。教員を対象にした学校評価アンケートでは，「日々の教育活動について相

談し合えないことがある」，「組織的対応ができておらず，一部の教員だけで何とかしようとしていることがある」と

いう回答が見られた。また，他校から Y 中学校へ異動があった教師を対象に，着任した当時のことに関するインタ

ビュー調査を行ったところ，「前任校は一学年につき複数の学級があり，各教科担当も複数いたため，よく話をしな

がらどうしていくかを考えていた。ただ，この学校に着任して単学級，教科担当が一人ということもあり，教員同士

で何かを決めて，何かを創る意識が薄いと感じたし，各教科の授業や学年の取組に口を出してはいけないような

雰囲気，『例年通りで』という雰囲気を感じた。」という回答が得られた。上記のことから Y 中学校の実情として，

同僚の関与は薄く，教師の個業化は自己完結や前例踏襲を良しとする組織文化を創り出している面が散見される。 

実践研究論文 

キーワード 
教師エージェンシー 

カリキュラム開発 

キャリア教育 

協働・対話 

組織文化 

要約：本研究の目的は，小規模校におけるキャリア教育に焦点を当て，「教師エー

ジェンシー」の向上を図るには，「協働」・「対話」という要素を組み込んだカリキュ

ラム開発を展開することが効果的かを検証すること，またカリキュラム開発が学校の

組織文化に与える影響について検討することである。Y 中学校の教員を対象に質問

紙調査と併せて半構造的インタビュー調査から得られたデータを分析した。その結

果，カリキュラム開発を展開することが「教師エージェンシー」の向上に寄与するこ

とが明らかとなった。一方で，組織文化の著しい改善までには至らないことが明らか

となった。組織文化の改善を図るためには，教師間・教師－地域間のリフレクション

や，ディスカッションの要素を取り入れていくことの必要性が示唆される。 
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Y 中学校ではここ数年，キャリア教育を学校経営計画の重点指導項目に位置付けており，年度はじめに生徒を

対象としたキャリア教育に関するアンケート調査を実施している。この調査結果では，上述した学校の問題が如実

に表れている。キャリア教育の手引き（文部科学省，2011）に例示されているアンケート（４ 件法）を使用し，2024

年 4 月に調査を実施した。その結果，「見通しをもって計画的に進めたり，そのやり方について改善を図ったりして

いる」（n=29，Mean=2.69，SD=0.93）と，「目標を立てその実現のための方法を考えている」（n=29，Mean=2.72，

SD=0.88）に関して肯定的に回答した割合は他の項目と比較すると低い結果であった。これは，教師の従来通りの

指導方法や教育活動が要因であり，生徒は「準備されたもの」を「準備された範囲内」で行うことにより，資質・

能力を高められていないと考察する。 

Y 中学校の実情を，上記で示した求められる教師の姿に当てはめると，①教師は変化に抵抗感を示し，これま

での経験にのみ頼っていることで，②生徒の学びを抑え込み，③生徒を受動的にさせていることが現状である。そ

の結果，生徒は自ら目標を立てる機会が少なく，振り返ることもできていなければ，何かを変えようと行動を起こす

こともできていない。教師が「学び続ける」ことを通じて専門性を高め，またその専門性を発揮することで，生徒

の学びを最大限引き出し，主体的な学びを支援していくことが求められる。 

 

（2）ラーニング・コンパスにおける「エージェンシー」 

 上述した生徒の現状，つまり目標を立てる，振り返る，行動を起こすことができていないという点に着目すると，

昨今注目度が高まっている「エージェンシー」という概念が浮かび上がってくる。「エージェンシー」はラーニング・

コンパスにおいて中核的概念であり，特に学習場面において生徒が有する「エージェンシー」の総体として，「生

徒エージェンシー（Student Agency）」（註 2）が提唱されている。「変化を起こすために，自分で目標を設定し，

振り返り，責任をもって行動する能力」（OECD，2019）として定義されているが，単に自分たちの欲求を実現する

ことではなく，属する社会に対して「責任（responsibility）」を負うこと，またそのことを自覚していることが，「エ

ージェンシー」の概念の基盤にあることは留意しておきたい。 
OECD（2019）は，「生徒エージェンシー」を発揮するには大人の支援が必要だとし，「生徒エージェンシー」

の他に，「教師エージェンシー（Teacher Agency）」や「共同エージェンシー（Co-Agency）」という重要な概念

を挙げている。「教師エージェンシー」とは，「教師が専門的な知識やスキル，専門性を用いて，カリキュラムを共

同設計し，効果的に実施するための権限をもつこと」を指す（OECD，2020）。また，「共同エージェンシー」とは，

「生徒が共有された目標に邁進できるように支援する，保護者との，教師との，コミュニティとの，そして生徒同

士との相互にやり取りをし，互いに支え合う関係」のことであり，この「共同エージェンシー」は，「教師や生徒が，

教えたり学んだりする過程において共同制作者（co-creators）になった時」に生じるとされている（OECD，2019）。

つまり，教師は自らの専門性や経験に基づき，カリキュラムの設計や授業を実施するが，授業の在り方を一方的に

決めてしまっては「共同エージェンシー」は発揮されない。 
以上のように「エージェンシー」について検討すると，「生徒エージェンシー」や「共同エージェンシー」を発揮

するためには，「教師エージェンシー」の発揮が鍵を握っていることが分かる。OECD（2019）は，生徒だけでな

く，教師を含む学校に関わるコミュニティ全体を学習者として捉えることができるとしており，扇原ら（2022）は，

教師も積極的に学びの主体となり，責任をもって自身の学習の目標を設定し，学習を振り返りながら学びを進めて

いく必要性を主張している。また，「エージェンシー」は他者や社会との関係性の中で育まれる特徴がある（Schoon，

2018）。教師が同僚や生徒，保護者，地域住民等と関わること，つまり，多様な他者と協働した取組により「教師

エージェンシー」の育成を図ることができると想定される。 
 
２ ．先行研究の動向 
 
（1）「エージェンシー」に関する先行研究 

 「エージェンシー」については，多角的な研究が展開されている。例えば，松尾ら（2020）は学習指導要領に

おいて「エージェンシー」がどのように触れられているのかを検討しており，特別活動の目標部分には「エージェ
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ンシー」に関する記述が多数見られたことを明らかにしている。また，柄本ら（2020）は「共同エージェンシー」

のために教師には，教師自身の変容や成長等が求められ，学校体制には，協働を取り組みの基本姿勢とすること

が重要だと言及している。さらに，草津ら（2021）は「エージェンシー」と学習の結び付きについて論じており，

学校の役割は「エージェンシー」を学習できる環境を提供することだと述べている。この環境は山住（2019）が述

べる「責任（responsibility）」と「権限（authority）」が学習者に譲り渡され，「主導権（initiative）」を子どもた

ち自身が発揮できる環境のことを指している。 
 
（2）「教師エージェンシー」に関する先行研究 

前述したように「エージェンシー」については検討が進められている。その中でも特に，「教師エージェンシー」

に焦点を当て，その関連要因について調査した扇原ら（2022）の研究は示唆に富んでいる。ここでは本研究につ

ながる要点を 2 点示す。1 点目は，「教師エージェンシー」は「共同エージェンシー」と正の相関がある点である。

「教師エージェンシー」と「共同エージェンシー」の各尺度を用い，関連性を分析した結果，「教師エージェンシ

ー」に対する評価が高い教師は，「共同エージェンシー」に対する評価が高いことが明らかとなっている。つまり，

「教師エージェンシー」が高い教師は，児童生徒ともに協働して授業を展開しようとする意識が高い傾向があると

いうことである。OECD（2019）は，「共同エージェンシー」が「教師エージェンシー」と密接な関連があるとして

いるが，扇原らの研究は OECD の主張を支持するものであるといえる。 
 2 点目は，教職経験年数と「教師エージェンシー」との間に有意な相関が見られなかった点である。23 歳から

74 歳までの現職教員 1500 名を対象に調査した結果，教職経験年数と「教師エージェンシー」との間に有意な相

関は見られなかった。つまり，経験年数を重ねることで自然に「教師エージェンシー」が高まる訳ではないと解釈

できる。このことからも「学び続ける」ことを実践しなければ「教師エージェンシー」の向上を図ることはできず，

「生徒エージェンシー」の育成も見込めないと考えられる。 
 これまで述べてきたように，「生徒エージェンシー」を育成するためには，「教師エージェンシー」の獲得・発揮

が鍵を握っていることが分かる。しかし，「教師エージェンシー」そのものを高める具体的な手段については検討

が為されていない。つまり，大前提として「教師エージェンシー」の向上を図るためには，どのような取組や要素

が必要なのかが明確にならなければ，「生徒エージェンシー」の育成は見込めない。 
 
（3）「カリキュラム」に関する先行研究 

 ところで，Education2030 プロジェクトにおいてはカリキュラムを，「意図されたカリキュラム（intended 
curriculum）」，「実施されたカリキュラム（implemented curriculum）」，「達成されたカリキュラム（attained 
curriculum）」の 3 つ（註 3）に分けている（白井，2020）。その中で，「意図されたカリキュラム」を実施する段

階においては，①「エージェンシー（student agency）」，②「選択（choice）」，③「柔軟性（flexibility，adaptability）」，

④「教科横断性・相互関連性（inter-disciplinarity，inter-relatedness）」の原理が挙げられており（註 4），教師

や学校側には上記の原理を踏まえたカリキュラムをデザインしていくことが求められている。また，カリキュラムをデ

ザインする際には，教師のエージェンシー，つまり，教師が教育の専門家として，知識やスキル，専門性を発揮し

て，カリキュラムを効果的に実施していくことが留意点として挙げられている。しかし，教師の個業化，自己完結，

前例踏襲が表面化している Y 中学校の現状として，「教師エージェンシー」を発揮したカリキュラム・デザインが

為されている様相は見受けられない。このことは，「カリキュラム開発主体としての意識が薄い教員は多く，カリキ

ュラム開発に関する教師のエージェンシーの醸成と発揮は課題の一つである」という田村（2022）の指摘と重なる

点がある。矢野（2020）は，「カリキュラム開発は学校における教師の協働によって進められる仕事であり，教師

の専門的職能の向上が図られる舞台でもある」と主張しており，カリキュラム開発と教師の専門性の関係性につい

ては，相補的・相互促進的な関係にあるとしている。つまり，教師による協働したカリキュラム開発は，「教師エー

ジェンシー」の育成を図ることができる手段の一つとして考えられる。 
ただ，同僚の関与が薄く，教師の個業化が浮き彫りとなっている Y 中学校の現状を考慮すると，各教科や各学

年で完結するカリキュラム開発では，教師同士による協働を生み出すことは難しく，「教師エージェンシー」の育成
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や組織文化の改善を図ることは困難であると推測される。組織全体でテーマを設定し，全教師が参画可能なカリ

キュラム開発が求められる。そこで，焦点を当てたいのがキャリア教育である。キャリア教育には，特別活動の学

級活動を要としながら各教科等の特質に応じ，教育活動全体を通じた取組が必要とされている（文部科学省，2018）。

つまり，キャリア教育は特定の教科や，総合的な学習の時間，特別活動等の特定の領域に限定した取組ではなく，

教育活動全体を包括しており，全ての教師が関わる必然性が内包されていると解釈できる。また，キャリア教育の

手引き第 2 章（文部科学省，2023）においても，全ての教師が関与・参画したカリキュラム開発の必要性につい

て言及されている。 
一方で，教師がカリキュラム開発に関わることができる場を提供すれば，「教師エージェンシー」の育成や組織

文化の改善を図ることができるという訳ではない。田村（2022）は，「カリキュラム・マネジメントに教職員が自律

的に関与する場や機会を確保し，対話を通した意思決定，実践開発，省察を行うことにより，学校課題やカリキュ

ラム実践へのオーナーシップや納得感，実践の手応えを引き出しつつ，協働化を図ることが鍵である」と主張して

いる。また，校内研修等をはじめ，対話の積み重ねが組織文化の変容をもたらす可能性についても言及している。

つまり，「協働」・「対話」という要素が組み込まれたカリキュラム開発を通して，「教師エージェンシー」の向上，

さらに組織文化の改善を図れる可能性を見出すことができる。 
これらのことから，「協働」・「対話」を伴ったキャリア教育のカリキュラム開発は「教師エージェンシー」の向上

に寄与するだけでなく，Y 中学校の組織文化の改善につながっていくと推測される。 
 

３ ．研究目的 
 

そこで，本研究では Y 中学校のキャリア教育に焦点を当て，「教師エージェンシー」の向上を図るには，「協働」・

「対話」という要素を組み込んだカリキュラム開発を展開することが効果的かを検証することとする。また，カリキ

ュラム開発が学校の組織文化（註 5）に与える影響についても検討する。 
 
４ ．方法 
 
（1）実践計画の概要 

「エージェンシー」は他者や社会との関係性の中で育まれ（Schoon，2018），「教師エージェンシー」を高める

ための方法として，Calvert（2016）は様々な意思決定に教師を巻き込んでいくことや，同僚と協働できる時間を確

保すること等を提案している。しかし，Y 中学校の教師を対象にした学校評価アンケートやインタビュー調査の結

果より，意思決定は各個人に大きく委ねられ，同僚と協働する場面や機会は極めて少なく，自己完結的な授業や

活動に陥りやすい傾向が窺える。田村（2022）の見解を踏まえると，「協働」・「対話」（註 6）を中核に据えたカリ

キュラム開発は，こうした課題を乗り越え，「教師エージェンシー」を高められる可能性がある。 
それでは，「協働」・「対話」を中核に据えたカリキュラム開発を進めるために，どのような活動が考えられるだろ

うか。ここで提示したいのがワークショップ形式での活動である。中野（2001）は，ワークショップを「講義など一

方的な知識伝達のスタイルではなく，参加者が自ら参加・体験して共同で何かを学びあったり創り出したりする学

びと創造のスタイル」と定義している。田村（2022）は，カリキュラム開発の促進には「協働」・「対話」が内包さ

れたワークショップが効果的であることを主張している。そこで，ワークショップ形式の校内研修により，「ルーブリ

ック」と「カリキュラム」を協働開発する【段階 2】協働開発①を設定した。しかし，一度の校内研修にかけられ

る時間には限りがある。また，本研究は全教師を巻き込むことを企図しているため，共通理解を図っておく必要が

あると考えられる。【段階 2】において，同僚と協働できる時間を確保するために，そして意思決定に教師を巻き込

んでいくためにも，前段階が必要であると想定される。そこで，全教師を対象に問題提起と研究の共有を図る【段

階 1】を設定した。 
ただ，Ｙ 中学校は小規模校であることを考慮すると，【段階 2】の協働開発①に関わる対象者数には限りがあり，

価値観も固定的・限定的になると考えられる。また，扇原ら（2022）は「教師エージェンシー」は生徒を含む教
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育関係者との協働という視点が含まれるとしており，教師と教師による実践のみでは「教師エージェンシー」の向

上を図ることは困難であると想定される。さらに，熊谷（2021）は教育課程を地域にいる大人も巻き込みながら創

り上げることで，学校の固定化された考え方が揺さぶられ，見つめ直す契機となるとしており，多様な立場にある

教育関係者を巻き込まなければ，組織文化改善の実現可能性は低いと推測される。以上のことから，生徒や保護

者，地域住民をも巻き込んだ協働開発②を【段階 3】で設定した。全体の実践計画については表 1 の通りであり

（註 7），各段階における具体的な実践については後述する。 
 

表 1．「教師エージェンシー」の向上を目指した実践計画 

 

（2）質問紙調査 

 1）調査項目 

 表 1 に示した実践が，「教師エージェンシー」の向上に寄与したかを明らかにするために，扇原ら（2022）によ

って作成された教師エージェンシー尺度（α=.84）を用いる。本尺度は，「生徒エージェンシー」を測定する既存

尺度（扇原ら，2020）を参考に，「生徒エージェンシー」に含まれる「目標設定」，「振り返り」，「責任感・自己決

定」という 3 つの要素を「教師エージェンシー」にも援用し，教育実践において発揮されると考えられる「柔軟性」

を追加した 4 項目で扇原らによって作成されている。質問項目は「教師として何をすべきか自分で目標を立ててい

る」，「自分の行った教育実践を次の行動のために振り返っている」，「職業上の目標を達成する方法を責任をもっ

て自分で選択し，実行している」，「学習指導要領や学校の計画に沿いつつも，可能な限り児童生徒に適した授業

や活動を教師の判断で柔軟に展開している」である。尺度は“とてもあてはまる”（5）～“まったくあてはまらな

い”（1）までの 5 段階評定（註 8）で回答を得るようにした。 
2）調査対象・時期 

調査対象は Y 中学校に勤務している教員である。現在の教員数は 9 名（管理職・養護教諭を含む）であるが，

年度をまたぎ人事異動があったため昨年から勤務している 8 名を対象としている。教職経験年数は 1～10 年が３

名，11～20 年が 1 名，21 年～30 年が 1 名，31 年以上が 3 名である。調査は 2024 年 11 月～2025 年 7 月にか

けて実施した。扇原ら（2022）による先行研究は横断調査であり，尺度を用いて得られたデータは一時点で得られ

たものであるが，本研究は一定期間における個人の変容を見取り，カリキュラム開発を展開することが効果的かを

検証するために縦断調査としている。11 月に実態把握を目的とした調査を行い，学期（年度）はじめや学期終わ

りとなる 2025 年 1 月，4 月，7 月に変容を見取るための調査を行った。なお，年度終わりとなる 3 月と年度はじめ

となる４ 月までの期間は２ 週間程度であり，回答者への負担を考慮し 4 月に統一した調査を実施している。研究

対象者には，研究目的・内容・プライバシー保護等について口頭で説明し，同意を得た上で実施した。 
 
（3）自由記述・記録をもとにしたインタビュー調査 

 中村（2013）は，量的研究では解釈が難しい分析結果に出くわすことがあり，結果に対してなぜそのような回答

になるのかを確かめるインタビュー調査を敢行する等，質的情報を収集する必要性について言及している。また，

根本的に本研究に係る量的データ数には限りがあるため，質的データを併用し，データの解釈を深める必要があ

る。さらに，扇原ら（2022）は今後の課題として，「教師エージェンシー」に関する研究は探索的な段階であり，

教師を対象とした実態調査やインタビュー調査，アクションリサーチ等を実施していくことの必要性について指摘し

ている。「教師エージェンシー」に関する知見を深めていくためにも，質的研究を含む混合手法を用いた実践研究

が求められている。 
そこで，質問紙調査と併せて半構造的インタビュー調査を行った。インタビュー調査では，質問紙調査で得られ

段 階 時 期 協働対象 内 容 

1 2024.11 教師－教師 校内研修（問題提起と研究の共有） 

２  2025.12 教師－教師 「ルーブリック」と「カリキュラム」の協働開発① 

３  2025.4 教師－生徒・地域 「ルーブリック」と「カリキュラム」の協働開発② 
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た回答や実践の記録をもとに実施することで，「教師エージェンシー」の変容に影響を与えた要因について探って

いくこととした。また，組織文化の変容を見取るために，管理職に対して７ 月にインタビュー調査を行った。これら

のインタビュー調査によって収集したデータは，SCAT を用いて分析する。SCAT は，比較的小規模の質的デー

タにも有効であり，分析の過程が明示的になるため，その質的データ分析の客観性を高めることに有効であるとさ

れる（大谷，2008）。なお，対象者については，同意を得た上でボイスレコーダーによって記録した。 
 
５ ．結果・分析 
 
（1）実践の結果 

 1）問題提起と研究の共有＜教師－ 教師＞  

【段階 1】での校内研修は，第 1 回目の質問紙調査の結果をもとに実施した（図 1）。第 1 回目の質問紙調査の

結果については，表 2 の通り（註 9）であり，「教師エージェンシー」の評価は高いが，「生徒エージェンシー」の

評価は低いことが確認できる。 
 
表 2．「教師エージェンシー」と「生徒エージェンシー」の比較 

 教師エージェンシー（n=8） 生徒エージェンシー（n=17） 
群間差 

Mean SD Mean SD 

【目標】 4.25 0.46 3.77 0.66 0.48 

【振り返り】 4.38 0.52 3.82 0.64 0.56 

【責任】 4.25 0.71 3.65 0.70 0.60 

 
この結果を受け，改めて「教育の目的」や「生徒に身に付けさせたい力」，「教育活動」について問題提起を行

い，考えられる時間を設定した。これまでの Y 中学校での研修は，結果をもとに一方的に説明する形式が用いら

れることが多かった。しかし，そのような研修形式では，教師は受け身になりやすく実践につながらない事例があ

った。そこで，教師各々が自分事として考えられるように，問題提起

する場面を設定し，教師間でやりとりができる研修形式により実施し

た。その際基本に立ち返ること，つまり，そもそも「教育の目的」や

「生徒に身に付けさせたい力」等は何かというテーマで話し合えるよ

うにした。そうした基本を追究していった果てに，「エージェンシー」

というキーワードが現れるようにし，研究の意義や目的，方法等につ

いて共有を図った。その結果，研修終了後のアンケート調査では，

「根本的な課題について考えることができて良かった」，「まずは教師

自身の働き掛け自体を見直さなければならないと思った」等の回答

が得られ，教師各々が自分や学校全体の取組を問い直そうとする姿

が見られた。一方で，「初めて耳にする言葉もあり難しかった」という

意見も得られた。 
2）協働開発①＜教師－教師＞  

 そこで，【段階 2】である協働開発①のはじめに，本研究における重要なキーワードを取り上げ，スライドを使用

しながら解説を行った。その際，教師の疑問点を解消するために，担当教科や担当学年における活動と結び付け，

具体例を示しながら進めた。教師の疑問点が解消された後，協働開発①に移った（図２ ，３ ）。 

図 1．【段階 1】校内研修の様子 
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表 3．「ルーブリック」検討の手順 

手 順 内 容 

1 ３つのグループに分かれ，「行動指標」の担当を決める 

２ 担当の「行動指標」について個人で検討（「具体的行動指標」に変換） 

３ 担当の「行動指標」についてグループで検討（「具体的行動指標」に変換） 

４ グループで考えた「具体的行動指標」を隣のグループに渡し，再検討① 

５ グループで考えた「具体的行動指標」を隣のグループに渡し，再検討② 

６ 集まった意見をもとに担当グループで再検討 

 
表 4．「カリキュラム」検討の手順 

手 順 内 容 

1 ３つのグループに分かれ，キャリア教育に関わるカリキュラムについて個人で考える 

２ グループで個人の意見を共有・検討 

３ 全体共有（課題の確認・改善策・今後の方向性） 

視 点 内 容 

1 
「ルーブリック」を踏まえた計画か 

 ⇒目的（ルーブリック）と手段（カリキュラム）との関連性 

２  
事前・事後指導を踏まえた時数が妥当か 

 ⇒つながりの視点も踏まえつつ，時間数の配当 

３  
前後のつながり，学級活動とのつながり，日常生活とのつながりがあるか 

 ⇒つながりができるように活動内容の調整（導入・削除）や活動時期の変更 

 
協働開発における検討事項は「ルーブリック」と「カリキュラム」の 2 点である。これまでにも「ルーブリック」

を作成することはあったが，各教科や学年団の裁量に任されていた。また，「カリキュラム」については，企画・検

討段階から十分関与していたのは担当者のみであり，担当者以外の関与は薄い傾向が見られていた。そのため，

表 3 や表 4 のような手順を踏み，全教師が参画し，「協働」・「対話」しながら検討を進められるようにした。なお，

ワークショップ形式での検討前に，グループワークとの違いについて触れながら，筆者から目的と留意点について

共有を図った。グループワークでは，共同課題解決や成果創出のための共同作業が重要視されるのに対し，ワー

クショップでは，参加者が自ら参加・体験して共同で学びあったり，創り出したりすることが重要視される。つまり，

正解を見付けたり，正解を押し付けたりするのではなく，「協働」や「対話」の相互作用を通じて学び合うこと，納

得解や最適解を創り出すプロセスを重視すること，完成形を目指す必要はないことについて提示した。 

図２ ．【段階 2】協働開発①の様子 図３ ．【段階 2】「ルーブリック」の成果物一例 
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表 5．協働開発①終了後アンケート調査の回答一例（下線部は筆者が作成） 

 回答内容一例 

「ルーブリック」に関する 

気付きや学び 

・先生方が b どのような教育観をもち，生徒と関わろうとしているのかを知ることができた。 

・同僚と普段関わっているようで，b 深くは関わっていないことに気が付いた。 

・b 合意形成を図ることの重要性に改めて気付くことができた。 

「カリキュラム」に関する 

気付きや学び 

・a 全員で検討したことで，他学年の取組とのつながりについて考えられた。 

・a グループで話し合いながら取り組むことで，c 自分の当たり前を見つめ直すことができた。 

・目的（ルーブリック）と手段（カリキュラム）が一致していないことに気が付いた。 

 
活動終了後のアンケート調査では表 5 のような回答が得られた。下線 b のように，同僚の内面への気付きや関

わり方に関する気付き等が見られただけでなく，下線 c のように，我々の心に固定化されたイメージや概念である

メンタル・モデルを問い直す姿も確認できる。また下線 a のように，「協働」・「対話」が内包されたワークショップ

形式の取組の有効性についても触れられていることが分かる。 
3）協働開発②＜教師－生徒・地域＞  

協働開発①は教師間での検討であった。表 5 の結果を見ると，確

かに教師間での検討だけでも教師にとって気付きが見られている。た

だ，カリキュラム開発に関わった対象者は教師に限られている。前述

したように扇原ら（2022）や熊谷（2021）の主張を踏まえると，生徒

や保護者，地域住民を巻き込んだ協働開発の必要性が見出される。

教師らが自分自身や学校の取組を見つめ直すためには，多様な価値

観に触れられる機会を設けることが求められる。そこで，協働開発②

では生徒や保護者，地域住民（註 10）を巻き込んだ実践を試みた。

なお，活動に移る前にアイスブレイクを行った。参加者や場の緊張を

和らげ，「協働」・「対話」を促進させるためである。参加者の中には，

学校や教師と日常的に関わりが少ない保護者や地域住民がいた。お

互いのことを知り，安心した雰囲気の中で活動できるよう自己紹介を使ったアイスブレイクを実施し，場が和んだと

ころで協働開発②に取り掛かった。手順については表 3 や表 4 と同様である。本活動の目標は「ルーブリック」や

「カリキュラム」を多角的な視点から創造することである。教師らは協働開発①において上記について一度検討し

ているため，目指す生徒像やそれに向けた取組・活動に関する考えが形成されている。本活動では，教師以外の

多様な立場の人と検討を進めることで，その考えを吟味し，多角的な視点から創造できるように 2 段階構成とした。 
 
表 6．協働開発②終了後アンケート調査の回答一例（下線部は筆者が作成） 

 回答内容一例 

活動を通した気付きや学び 

・e グループ内で「協働」したり，「対話」したりしながら活動できたことで，d 保護者の方や地域住民

の方が考える生徒像を知ることができた。普段関わっているような相手でも，そんなことを考えていた

のだと驚きとともに，その思いや期待に応えていきたいと感じた。 

・前回は教師同士で検討を進めたが，e 今回は生徒や保護者，地域住民とともに活動したことで，d 教

師（協働開発①）のときだけでは気付かなかった点が多々あり，様々なアイディアがどんどん出てき

た。一言で表すと，d 盲点をつかれたような感覚や，目からうろこが落ちる感覚。 

・自分たちのグループでは「責任」に関する「ルーブリック」の作成に取り組んだり，目指す姿が達成

されるようにどのような「カリキュラム」が適当かを考えたりした。今回の活動を通して，f 前回（協働

開発①）考えた「責任」の意味について，改めて考え直すことができた。 

 
活動終了後の教師を対象としたアンケート調査では表 6 のような回答が得られた。下線 d のように，協働開発

図４ ．【段階３ 】協働開発②の様子 
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①では見られなかった新たな気付きについて触れられていることが分かる。また下線 d のような気付きは，下線 e
のように多様な他者と活動したからこそ生起したものであり，生徒や保護者，地域住民を巻き込んだ協働開発②の

意義を確認できる。さらに下線 f のように，教師が協働開発①で形成した考えを問い直す姿が見られ，前段階とし

ての協働開発①の意義も見出される。 
 
（2）質問紙調査の結果と分析 

 2024 年 11 月～2025 年 7 月までの「教師エージェンシー」の変容は表 7 の通りである。第 1 回目の「教師エ

ージェンシー」と「生徒エージェンシー」との群間差については，前述した表 2 の通りである。ただ，Y 中学校は

小規模校であり，調査対象者数には限りがある。本結果が，X 市内でも共通していることなのか，小規模校ならで

はの結果なのかを把握するために，Y 中学校を除く市内の 6 中学校に調査を実施したところ同様の傾向が見られ

た。教師（n=78）については，【目標】Mean=4.19，SD=0.64，【振り返り】Mean=4.04，SD=0.59，【責任】Mean=4.13，

SD=0.64，【柔軟性】Mean=4.01，SD=0.80 であった。生徒（n=701）については，【目標】Mean=3.33，SD=1.02，

【振り返り】Mean=3.20，SD=1.07，【責任】Mean=3.08，SD=1.08 であった。この結果より，「教師エージェンシ

ー」は「生徒エージェンシー」よりも高い傾向があり，その傾向は小規模校がゆえの傾向ではないことが分かっ

た。第 2 回目～第 4 回目の調査では，向上が見られた項目もあれば，低下が見られた項目もあった。第 4 回目

の調査において，【責任】と【柔軟性】については，第 1 回目の調査と比較すると向上が見られた。 
 
表 7．「教師エージェンシー」の変容 

 ①24.11（n=8） ②25.1（n=8） ③25.4（n=8） ④25.7（n=8） 

Mean SD Mean SD Mean SD Mean SD 

【目標】 4.25 0.46 4.00 0.00 4.00 0.93 3.88 0.84 

【振り返り】 4.38 0.52 4.25 0.46 4.38 0.52 4.25 0.71 

【責任】 4.25 0.71 4.38 0.52 4.38 0.52 4.50 0.54 

【柔軟性】 3.88 0.84 4.00 0.76 4.25 0.46 4.38 0.52 

 
（3）自由記述・記録をもとにしたインタビュー調査の結果と分析  

 1）教師 A と教師 B へのインタビュー－自己変容のきっかけ－  

質問紙調査で得られた回答や実践の記録をもとに，インタビュー調査を実施した。その際，第 4 回目の調査に

おいて向上が見られた【責任】と【柔軟性】に焦点を当てて質問を行った。ここでは，回答内容に特徴が見られた

2 名の教師について記す。 
 

教師 A の語り：【責任】変動しながら向上，【柔軟性】向上 

「責任」の変動は仕事量や役割の量・重さに比例していると思います。・・・（中略）・・・様々な役割を任してもらったり，先生たちと

一緒に活動（協働開発①）したりしたことで，組織の一員としての「責任」を実感するようになってきました。また，校内研修での説明を聞

いたり，保護者や地域の人と活動したり（協働開発②）することで，「責任」を強く意識するようになって，自分も少しは「責任」をもって行

動できるようになってきました。「柔軟性」については，これまでは自分がやりたいことや身に付けさせなければならないことなど，自分を中

心に考えることが多かったです。でも，校内研修を受け，またそこから得たことをもとに，研究主任として研究を進める中で，「それって生徒

がやりたいこと？ 」という視点をもつようになりました。・・・（中略）・・・目的を見直すようなり，生徒の実態に合わせて柔軟に対応できる

ようになってきたと思います。 

 
教師 B の語り：【責任】向上，【柔軟性】低下 

「責任」については，昨年よりも校務分掌を任せてもらえたことで，・・・（中略）・・・自分で選択し，実行することが増えてきたと思い

ます。また，校内研修を受けて，改めて「責任」とはどういうことか，その意味を考えるようになりました。その考えたことを少しは行動に移

すことができるようになってきたと思っています。「柔軟性」については，自分の基準に変化がありました。11 月時点で柔軟に実践していた
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つもりのことも，校内研修で同僚と関わったり（協働開発①），保護者や地域住民の意見を聞いたり（協働開発②）する中で，まだまだで

きていないという気付きがありました。柔軟に対応していたつもりでしたが，柔軟に対応し過ぎることで，つながりが見られないこともあった

なと。・・・（中略）・・・様々な経験を通しての気付きがあったことで，自分自身に厳しくなり評価が下がりました。 

 
表 8-1．SCAT による分析過程（一部抜粋） 

 ＜1＞テクスト中の注目すべ

き語句 

＜２＞テクスト中の語句の言

い換え 

＜３＞左を説明するようなテ

クスト外の概念 

＜４＞テーマ・構成概念 

教
師
⇊ 

⅔
責
任
⅕ 

仕事量や役割の量・重さ，先

生たちと一緒に活動， 「責任」

を実感，保護者や地域の人

と活動，「責任」を強く意識 

校務分掌の負担，共通の目

的意識をもった実践，責任の

自覚，教師以外の教育関係

者との活動，「責任」の再自

覚 

使命感，責任感，校務分掌

や校内研修を介した同僚と

の相互作用，新たな人や考

えとの出会いによる自己成

長の契機 

校務分掌や校内研修を介し

た同僚との関わり，学校外の

人との関わりを通した気付

き 

⅔
柔
軟
性
⅕ 

自分を中心に，校内研修，研

究主任，生徒がやりたいこ

と？，目的を見直す，生徒の

実態に合わせて 

自分本位，主観的判断，生

徒エージェンシー育成に向

けた校内研修，中核の校務

分掌，自問・問い直し，活動

の調整 

規範論・当為論，自身の教

育経験を中心にした指導，

校内研修による批判的省察 

教育観の問い直しを図る校

内研修の在り方，学び続け

る教師に迫るための学びの

実践 

 

表 8-2．SCAT による分析過程（一部抜粋） 

教
師
⇋ 

⅔
責
任
⅕ 

校務分掌，自分で選択し，実

行する，校内研修，意味を考

える，行動に移す 

業務や役割に係る権限の付

与，責任を伴った自己決定，

生徒エージェンシー育成に

向けた校内研修，意味の問

い直し，学びの実践 

使命感，責任感，権限の付

与，自律性，校内研修での

省察，吸収力と実践力 

責任感の醸成を促す校務分

掌の在り方，意味や在り方を

問い合える同僚との関わり 

⅔
柔
軟
性
⅕ 

自分の基準，つもり，校内研

修で同僚と，保護者や地域

住民の意見を，経験を通して

の気付き 

自分の判断基準・価値観，

他者との関わりを通した気

付き，メタ認知による気付き

や発見 

価値観・信念，教育関係者

との対話，校内研修による批

判的省察，自己省察の習慣 

対話を通した自己省察，自

己省察による自己基準の見

直し 

 

上記の２ 名の教師の語りに関して SCAT を用いて分析した結果，役割を与えられる・任されることは【責任】の

意識に影響を与えることが分かった。また，実体としての権限の付与だけでなく，同僚との校内研修や保護者・地

域住民との協働した活動が【責任】や【柔軟性】の意識に影響を与えていることが判明した。「協働」・「対話」が

伴ったカリキュラム開発は自己の役割を再認識したり，意味の問い直しを図ったりできる可能性を有していると解釈

できる。 
2）管理職へのインタビュー－教師の変容と組織の変容－  

 教師らは自身の変容を認識し始めているが，管理職は教師らの変容についてどのように受け止めているのか，ま

た教師の変容は組織の変容にどのような影響を与えているかを把握するために，管理職へインタビュー調査を実施

した。 
 
管理職 C の語り 

・・・（前略）・・・筆者の考え方をもとに，自分たちが主導して動いたり，自分で目標を立てたり，それに対する振り返りができるように

なってきたと思います。・・・（中略）・・・縛られていたものが，少しずつ解放されつつあるように感じます。教師の変容としては，筆者の

一貫的・継続的な説明や「協働」・「対話」を中心とした実践によって，自分たちがどのような立場でやっていくべきか，いわゆるファシリテ

ート役を自覚し始めたように思います。教師自身も，縛られていたものから解放されつつあるのではないでしょうか。・・・（中略）・・・一
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方で，教師一人一人の成長は，授業をはじめ様々な場面で見られますが，組織としての成長は今一つだと思います。「協働」したり，「対

話」したりする機会が以前より増えてきたように感じますが，まだまだ足りず（関わる相手が限定的），個業からは脱却できていないかな。

第三者を巻き込んだ校内研修（註 11）等を活用していくことが必要だと思っています。 

 
管理職 D の語り 

 生徒は自分たちで考えて行動する場数を踏むことで，自分たちがやるべきことが見えるようになってきたように感じます。・・・（中略）・・・

筆者による校内研修を通じて，先生方は，見通しをもって行動する教師が増えてきたように思います。これまでは，場当たりの授業や活動

が見られることもありましたが，見通しをもって行動できるようになりつつあるように感じています。研究を通してお互いが刺激し合い，気付

き始めたのではないかと。そうした先生方の変容が，前に述べた生徒の変容につながっているように思います。組織としてはまだ課題があ

りますね。一人一人が自分に何ができるかを考えて取り組む場面が増えてきましたが，組織全体で同じ方向性をもった決定は不十分な気

がします。・・・（中略）・・・これまでの一人一人の成長を組織の成長につなげるためには，当事者意識が鍵になってくるのではないでし

ょうか。・・・（後略）・・・ 

 
表 9-1．SCAT による分析過程（一部抜粋） 

 ＜1＞テクスト中の注目すべ

き語句 

＜２＞テクスト中の語句の言

い換え 

＜３＞左を説明するような

テクスト外の概念 

＜４＞テーマ・構成概念 

管
理
職
⇌ 

⅔
教
師
∥
変
容
⅕ 

一貫的・継続的な説明， 「協

働」・「対話」を中心とした実

践，どのような立場で，ファ

シリテート役，自覚，解放 

整合性・連続性のある解説，

相互作用のある実践，考え

方の転換，調整役，意見を

引き出す，気付き，自由 

一貫性・継続性を伴った校

内研修，協働・対話，意見

交換，自己省察による立場

の自覚，社会的背景 

「協働」・「対話」を中核にした

実践，アウトサイド・インサイダ

ー（註 12）による関与方法 

⅔
組
織
∥
変
容
⅕ 

教師一人一人の成長，組織

としての成長は今一つ，「協

働」，「対話」，まだまだ足り

ず（関わる相手が限定的），

個業からは脱却できていな

い，第三者を巻き込んだ校

内研修 

個々の成長，チーム力に課

題，「協議」，「意見交換」，

「共に学ぶ」，情報共有・意

思疎通の不十分さ，自己完

結，人材の活用 

個人主義，成長の統合，信

頼関係，相互理解，価値観

の理解不足，自己開示の

回避，自己防衛，批難 

教師間での教育観の共有 

 

表 9-2．SCAT による分析過程（一部抜粋） 

管
理
職
⇍ 

⅔
教
師
∥
変
容
⅕ 

校内研修を通じて，見通しを

もって行動，お互いが刺激し

合い，気付き始めた，先生方

の変容が，生徒の変容に 

生徒エージェンシー育成に

向けた校内研修，計画性の

ある実践，影響し合うことに

よる学び，教師の成長は生

徒の成長に 

専門性向上を図る校内研

修，他者との協働・対話，相

乗効果，課題に対する意識

変容，教育効果 

校内研修の工夫，実践を通

した教師の変容と生徒の変

容 

⅔
組
織
∥
変
容
⅕ 

自分に何ができるかを考え

て取り組む，組織全体で同じ

方向性をもった決定，一人

一人の成長，組織の成長，

当事者意識が鍵 

主体的な行動，共通認識の

ある選択，個々の成長，組織

の成長・チーム力に課題，関

与意識，責任感，自覚 

内発的意欲による実践，相

互 主 観 の 一致 を伴 った 決

定，個々への依存，必要性

の有無，価値観の理解不足 

共通の方向性を伴った「エ

ージェンシー」の発揮，組織

の成長を図る当事者意識の

醸成 

 
上記 2 名の管理職の語りに関して SCAT を用いて分析した結果，教師の変容を促すためには，「協働」・「対話」

を中核とした校内研修やカリキュラム開発が効果的であると管理職は認識していることが分かった。また，教師の

変容は生徒の変容に影響を与えることが判明した。一方で，これまでの実践を通した教師一人一人の成長は組織



河村：「教師エージェンシー」育成に向けた協働の在り方に関する実践研究 

58 
 

文化の著しい変容には至っていないことが確認された。 
 
６ ．考察 
 
 本研究の目的は，第一に「教師エージェンシー」の向上を図るには，「協働」・「対話」という要素を組み込んだ

カリキュラム開発を展開することが効果的かを検証することであり，第二にカリキュラム開発が学校の組織文化に与

える影響を検討することであった。「エージェンシー」に係る先行研究では，「教師エージェンシー」と「生徒エー

ジェンシー」や「共同エージェンシー」との関連性が明らかとなっていた。しかし，「教師エージェンシー」そのも

のを高める具体的な手段については検討が為されておらず，「生徒エージェンシー」や「共同エージェンシー」の

発揮を図ることが困難な状況であった。一方で，「カリキュラム」に関する先行研究では「協働」・「対話」を中核

にしたカリキュラム開発が「教師エージェンシー」の向上に寄与する可能性が示唆されており，上記のカリキュラム

開発は組織文化の変容をも促す可能性が期待されていた。そこで，本研究はキャリア教育に焦点を当てたカリキュ

ラム開発が，「教師エージェンシー」の向上を図るために効果的か，組織文化の改善に寄与するかを追究してきた。

本研究を通して明らかとなったことを以下に詳述する。 
 
（1）「協働」・「対話」を中核にしたカリキュラム開発と「教師エージェンシー」  

質問紙調査の結果やインタビュー調査の結果より，「協働」・「対話」を中核にしたカリキュラム開発が，「教師エ

ージェンシー」の向上に寄与する可能性が示唆された。「教師エージェンシー」育成を目指したカリキュラム開発

において重要だと考えられるポイントはプロセスを踏むこと，そのプロセスに多様な立場の人を巻き込むことの２ 点

である。また，キャリア教育に焦点を当てたカリキュラム開発は，「教師エージェンシー」の向上を図る効果的な手

段の一つになり得ると推察される。これらの点について考察を深めていきたい。 
1）プロセスを踏むこと 

カリキュラム開発の促進には「協働」・「対話」が内包されたワークショップ形式の校内研修が効果的である（田

村，2022）が，本研究ではカリキュラム開発を段階的に展開した。その際，「協働」・「対話」が活発化するよう３

点のことに留意した。第一に，異学年の担当でグループを構成したことである。これまでは，他学年の教師がどの

ような考えをもっているのか，どのような実践をしているのかが見えにくい状態であった。そこで，【段階 2】では異

学年でグループを構成し検討を進めたことで，表 5 の下線 b のように他者理解とともに自己理解が深まったと考え

られる。ただ，日常的に関わりが少ない相手との検討は表面的なものとなり兼ねない。そこで第二に，【段階 2】

における検討前にこれまでの実践や評価をもとに，【段階 1】において問題提起や共通理解を図ったことである。そ

の問題提起や共通理解は，誰もが共通の課題意識をもって取り組めるテーマである。先述したように「教育の目

的」や「生徒に身に付けさせたい力」，ワークショップの目的と留意点等について，検討に移る前に基本的事項を

確認したことで，共通の課題意識が伴った「協働」・「対話」が可能となったと考えられる。その結果，形式的な

検討で完結せず，第一で述べたように自己理解が深まったと推論する。第三に，個人・グループ・全体で検討を

図ったことである。表 3 や表 4 に示した通り，検討は個人，グループ，グループ間，グループの順に従って進め

た。個人やグループで考えを生み出し，その考えをグループ間で共有し，再度自身のグループで検討し直すこと

で，表 5 の下線 c のように自身を問い直す教師の姿が見られたと考察する。 
段階的な実践とともに，「協働」・「対話」を促す介入は「教師エージェンシー」の変容につながったと考えられ

る。「エージェンシー」を構成する要素として，帰属意識やモティベーション，自己効力感等がある（OECD，2018）

が，表 8-1，2 の分析結果から分かるように，組織の一員としての権限を付与されることが上記の構成要素に作用

し，その結果【責任】の意識に変容が起きた可能性が高い。しかし，実体としての権限の付与だけが影響してい

る訳ではない。同僚との校内研修や保護者・地域住民との活動が影響していることが確認できる。「協働」・「対

話」を中核にしたプロセスを踏むことで，当該教師らが自己の役割を再認識したり，意味の問い直しを図ったりし

ている様子が窺えることから，このような「批判的リフレクション（註 13）」は，「教師エージェンシー」に影響を及

ぼすと推察される。つまり，「教師エージェンシー」の向上を図るには，「批判的リフレクション」が必要であり，「批
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判的リフレクション」を促すためには，「協働」・「対話」を中核にしたカリキュラム開発の必要性が見出される。た

だ，「批判的リフレクション」を通して，教師Ａ の【責任】や教師Ｂ の【柔軟性】のように数値が低下することもあ

る。一方で，教師Ａ の【責任】をはじめその他の教師の「エージェンシー」に関する項目においても，引き続き

「協働」・「対話」しながら授業や活動の在り方を再構築したところ，最終的には向上が見られた。問い直しを図る

「リフレクション」は数値に影響を与えることがあるが，継続的にコーチングしながら共に問い直し，再構築してい

くことが「教師エージェンシー」の向上につながると推測される。 
2）プロセスに多様な立場の人を巻き込むこと 

協働開発①では教師間での検討を行った。扇原ら（2022）や熊谷（2021）の主張を踏まえると，教師間での検

討に留まらず，多様な立場の人を巻き込む必要性が見出される。そこで，協働開発②では生徒や保護者，地域住

民を巻き込んだ実践を行った。その際，【段階 3】特有の留意した点が 3 点ある。第一に，アイスブレイクの時間

を設けたことである。参加者の中には，日常的に学校や教師との関わりが薄い保護者や地域住民がいたため，参

加者や場の緊張を和らげ，「協働」・「対話」が促進されるようにした。その結果，表 6 の下線 d のように活発に意

見交換が行われ，教師だけでは気付かなかった点に気付くことができたと考えられる。第二に，自己の立場を事

前に確認したことである。保護者や地域住民の中には，教育に関与している意識が薄い傾向が見られていた。検

討を進める前に，教育には教師だけではなく自分たちも関与していることを確認した上で，それぞれの立場からど

んな思いをもっているのか，どんなことができそうかを共に検討した。その手順があったからこそ，第一にも述べた

ように多様な意見が創出され，教師の気付きにつながったと推察される。第三に，グループを巡回しファシリテー

トしたことである。検討を進めていく中で，多様な意見が創出されるがゆえに活動が停滞したり，飽和したりする様

子が見られた。そこで，筆者がグループを巡回し，実現可能性や整合性，関連性等の観点から疑問を投げ掛け

た。その結果，再度「協働」・「対話」しながら検討を進める様子が確認された。 
 多様な立場の人を巻き込むとともに，協働開発②ならではの介入は，表 6 の下線 d のように協働開発①では得

られなかった新たな気付きや学びにつながったと考えられる。表 8-1，2 の分析結果からは，「教師エージェンシー」

の向上につながった協働開発②に関する内容が確認できること，また田村（2022）は，子どもや保護者の言動に

より，教師が自らの信念や価値観を見つめ直す契機となる可能性を示唆していることから，カリキュラム開発に多様

な立場の人を巻き込むことの意義を見出すことができる。ただ，前段階までのプロセスを踏んできたからこそ上述

した効果が生じたと推察される。確かに，教師間での検討を省き生徒や保護者，地域住民を巻き込んだ実践でも

効果は見込まれるであろう。しかし，表 6 の下線 f のように前段階を踏み【段階 3】に移ったことで，一層効果的

に機能した可能性が高い。教師らは【段階 3】の前に【段階 2】で考えを形成した。【段階 2】で形成した考え（「結

果」）をもとに，【段階 3】で多様な立場の人と意見交換をする（「行動」）ことで，教師だけでは気付かなかった点

に気付いたり，考え直したりすることができる（「価値前提」）という「ダブル・ループ学習」（註 14）が協働開発

②の場面において生じたと推察される。この観点からも，前述したようにプロセスを踏むことには意義があると考え

られる。教師や学校の前提・価値観である「当たり前」は，多様な他者との「協働」・「対話」により問い直しが

図られ，「教師エージェンシー」の向上につながると示唆される。 
さらに，教師 A はインタビュー調査において，協働開発②における生徒からの学びについても以下の通り振り返

っている。 

 協働開発②では，保護者や地域住民から学ぶことは多々ありましたが，生徒からの学びは特に思いつかないです。ただ，g 多様な立場

の人との「協働」・「対話」だったからこそ，普段見られない生徒の姿が見られました。例えば，日頃は穏やかな E さんがリーダーシップ

を発揮していたり自分の意見を伝えていたり，逆もそうで，日頃は活発な F さんが話し合いになると萎縮していたり，保護者や地域の人に

対してどう関われば良いか困っていたりする様子がありました。そこで，E さんには，h 主導権や役割を積極的に与えたり挑戦できる機会を

増やしたりし，F さんには，グループで活動する際に，h 円滑に進められるように助言したり，側に寄り添ったりするよう意識した実践を試み

ています。 

教師 A は協働開発②における生徒からの学びはなかったと述べたものの，下線 g のように日頃とは違う生徒の

様子を観察できたことで，下線 h のように自身の指導・支援方法を改善しようと試みている様子が確認できる。こ

のような気付きに基づいた実践や「リフレクション」の積み重ねも，責任をもって自分で選択し実行する【責任】
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や，生徒の実態に合わせて柔軟に対応する【柔軟性】をはじめとする「教師エージェンシー」に影響を与えている

と推測される。つまり，同僚や保護者，地域住民の大人との「協働」・「対話」の場合は，問い直しによる「自己

理解」が深まり，「教師エージェンシー」の向上が図られる。生徒との「協働」・「対話」の場合は，「生徒理解」

が深まることで，日々の実践に対する「自己理解」が深まり，「教師エージェンシー」の向上が図られる可能性が

あることも示唆される。このようなことからも，多様な立場の人とのカリキュラム開発は，「教師エージェンシー」の

向上に寄与すると推察される。 
3）カリキュラム開発におけるキャリア教育がもつ可能性  

本研究では，キャリア教育が教育活動全体を包括していること，全ての教師が関わる必然性が内包されているこ

とから，キャリア教育に焦点を当てたカリキュラム開発を展開してきた。「どのような力を生徒に身に付けさせたいか

（ルーブリック）」，「そのためにどのような活動をするか（カリキュラム）」について教師同士で，また生徒や保護

者，地域住民と共に「協働」・「対話」を中核に検討を進めたことにより，表 7 や表 8-1，2 の通り「教師エージェ

ンシー」に変容が見られたと考えられる。特に【柔軟性】については，著しい変容が確認できる。変容した教師ら

は，生徒の実態に合わせて授業や活動を柔軟に展開できるようになりつつあり，このことは，変化に抵抗感を示し

ていた教師も，変化を前向きに受け止め柔軟に対応し始めていると解釈できる。この点は，カリキュラム開発を各

教科や各領域の範囲に留めなかった点が有効に働いた可能性がある。キャリア教育は，目標及び育成する資質・

能力，教育内容・方法等の事項について，各学校が決定していかなければならず（文部科学省，2023），学校の

裁量に大きく委ねられている。一方で，各教科や各領域は学習指導要領において規定されている事項が多く見ら

れる。註 4 で述べたように「意図されたカリキュラム」を実施する段階においては，原理の一つとして「柔軟性」

が挙げられているが，キャリア教育は柔軟に展開できる可能性や，柔軟に展開する必要性を有している。このこと

からも，キャリア教育に焦点を当てたカリキュラム開発は，「教師エージェンシー」の育成を図るために効果的な手

段の一つになり得ることが示唆される。 
 

（2）「協働」・「対話」を中核にしたカリキュラム開発と組織文化  

 「協働」・「対話」のプロセスを踏むこと，さらにはそのプロセスに多様な立場の人を巻き込むことは，「教師エ

ージェンシー」に影響を及ぼすことが示唆された。その際，グループ構成に工夫を加えることや，事前に問題提起

や共通理解を図ったり，自己の立場を明確にしたりすること，活動をファシリテートしていくこと等に留意した働き掛

けは，「協働」・「対話」を促し，「教師エージェンシー」の向上に寄与すると推察される。一方で，表 9-1，2 の分

析結果からは，「教師エージェンシー」の向上が顕著な組織文化の改善に至っていないことが分かる。田村（2022）

は，対話の積み重ねが組織文化の変容をもたらす可能性について言及しており，Calvert（2016）は「教師エージ

ェンシー」の向上が，学校組織全体の教育効果に影響を与えることに言及しているが，「カリキュラム開発の実践

は組織文化の改善」，「『教師エージェンシー』の向上は組織文化の改善」という単純な構図にはならないことが明

らかとなった。カリキュラム開発を通じた組織文化の改善や，「教師エージェンシー」を発揮した組織文化の改善を

図るためには，本実践の改善が求められる。どのような改善が必要か，その可能性について 2 つの観点から考察

を深めたい。 
 1）「教師内のリフレクション」から「教師間のリフレクション」・「教師－地域間のリフレクション」へ 

本研究では，「協働」・「対話」を中核としたプロセスが個々の「リフレクション」を促し，「教師エージェンシー」

に作用することが明らかとなった。しかし，その「リフレクション」が「教師内のリフレクション」に留まっていること

が表 5 や表 6 から確認できる。表 8-1，2 からは，組織文化の一つである「カリキュラム文化（指導観やカリキュラ

ム観など，教育活動を方向付ける）」に関する変容が確認できる。一方で，「狭義の組織文化（教職員同士の人間

関係のあり方など，教育活動に間接的に影響）」に関する内容については明確に確認しがたい。また，管理職 C の

語りに見られるように，関わる相手が限定されており，教職員同士の人間関係のあり方については課題が見られる。

つまり，「教師内のリフレクション」を促進するだけでは，組織文化の改善には至らない可能性がある。そこで，重

要な鍵が「互いのリフレクションの連鎖（註 15）」である。熊谷（2024）は「互いのリフレクションの連鎖」が学校

改善にも資することに言及しているが，ここで重要なことはリフレクションを促す姿勢である。教師らが互いに学び
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合うことを前提に，日常的に，また定期的に「教師間のリフレクション」を深めていくことが組織文化の改善につな

がっていくと想定される。ただ，Y 中学校の現状を踏まえると検討すべき課題が 2 点ある。第一に，「～した方が

良い」，「～ができていない」という「一方的・非難的リフレクション」となっていること，第二に，連鎖が生まれた

としても教員数にも限りがあり「閉鎖的なリフレクション」となっていることである。第一の点については，教師 A の

語りにも含まれているが，周囲からの「一方的・非難的リフレクション」の影響により，これまでは教師中心の授業

や活動を行っていた。第二の点については，管理職 C の語りにもあるように，関わる相手が限定的で「閉鎖的リフ

レクション」となっている。以上のことから，第一の点については，「一方的・非難的リフレクション」と「相互的・

批判的リフレクション」との違いを教師間で検討することや，共通のテーマから互いに問い合うことで熟考できる機

会を設けることが必要になると考えられる。また機会の設定だけでなく，表 9-1 で示した管理職 C の【組織の変

容】からも分かるように，まずは教師間で教育観を共有することが必要だと推測される。千々布（2025）は，教師

集団がリフレクションに取り組むときは組織の問題に直面し，その際に価値観の相違を認めながら組織としての意

思決定を探ることの必要性を指摘している。つまり，各教師の実践を支えている教育観を教師間で語り合い，認め

合っていくことが教師集団のリフレクションを促進していく前提としてある。「教師間のリフレクション」を促進してい

くためには，この点を押さえた研修方法の工夫が求められる。第二の点については，地域社会を巻き込んだ「リフ

レクション」の実施が効果的だと推察される。藤井（2021）は，他者との異質性が高まるほど，気付きの幅が大

きくなることを指摘しており，Y 中学校のような小規模校では特に効果的であると推察される。本研究内における実

践については，保護者や地域住民等との活動は一回限りとなっている。教師らが多様な他者と共に，定期的なリフ

レクションを行っていくことで，本研究では見られなかった新たな気付きが生み出され，組織文化の改善につなが

っていくと推測される。 
 2）「意見交換」のみならず共通の目的意識をもった「ディスカッション」を 

本研究は「対話」の中でも「意見交換」を中心に進めてきた。その結果，「批判的リフレクション」が促され，

教師らは自己の役割を再認識したり，意味の問い直しを図ったりすることで，「教師エージェンシー」に向上が見ら

れた。センゲ（1995）の言及にもとづいて「意見交換」を整理しておくと，「意見交換」の目的は個人の理解を深

めることで，お互いを仲間と見なして初めて成り立つ。表 5 や表 6 の結果より，教師が自己理解を深めている様子

が見られ，「意見交換」がもつ意義や，「協働」・「対話」を中核にしたカリキュラム開発が効果的であったことが確

認できる。一方で，センゲは「チーム学習では，『ディスカッション』（註 16）は『意見交換』と対をなして必要で

ある」と述べている。本研究では「意見交換」を中心に進め，「教師エージェンシー」の向上は見られた。しかし，

「意見交換」だけでは，向上した「教師エージェンシー」は分散している状態であり，組織文化の改善には至ら

ないと推測される。「エージェンシー」には，目標とプロセスの 2 つの側面があるとされている（註 17）が，組織

文化の改善を図っていくためには，向上した「教師エージェンシー」を発揮していくことが必要であると想定される。

このことは，表 9-2 管理職 C の【組織の変容】で示した，共通の方向性を伴った「エージェンシー」の発揮や，

当事者意識の醸成と軌を一にする。カリキュラム開発に「意見交換」だけでなく，「ディスカッション」の要素を組

み込んでいくこと，つまり，学校全体としてどの考え方が最善か探究し，学校全体としての決定を下していく機会を

設けることで，「教師エージェンシー」は発揮され，組織文化の変容につながっていくと推論される。 
 しかしながら，「教師エージェンシー」の向上が「生徒エージェンシー」にも波及し，学校が変容し始めている

様子も見受けられる。管理職 C や管理職 D の語りにも見られるように，教師らは「エージェンシー」を発揮し，生

徒の意見を引き出すだけでなく，生徒に委ねる機会を創り出しつつある。その結果，生徒らは学校を改善していこ

うと行動を起こし始めている。これまでは，教師に導かれることが多かったが，生徒が主体となり活動を企画した

り，課題を自ら設定し探究したりする等，生徒自身も「エージェンシー」を発揮しつつある。こうした生徒の変容は

固定化していた学校を動かし始め，教師は「生徒エージェンシー」が発揮されるよう，一層自己決定できる場面

を設けようとしている。つまり，教師－生徒間で「エージェンシー」を発揮し合うようになりつつある。田村（2022）

は，「文化は一定期間共有され根付いたものであるため，変化とは相反関係」であり，「開発されたカリキュラムが

繰り返され根づいていけば，それが学校文化になっていく」と論じていることから，組織文化の変容は漸進的であ

ると同時に，継続した取組が組織文化の変容につながっていくと推測される。そこで，このような実践の蓄積が組
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織文化をはじめとする学校文化に及ぼす影響を追跡調査することが求められる。 
 

（3）本研究の限界と今後の課題 

本研究では，「協働」・「対話」を中核としたカリキュラム開発を通じて「教師エージェンシー」の向上が見られ

たという成果が見られた。一方で，先に述べたような課題もある。さらには，本研究の限界や課題に関して以下の

3 点が挙げられる。1 点目は，データ数に関することである。本研究は Y 中学校の教師 8 名を対象にデータを収

集した。量的データと質的データの収集を行ったが，限られたデータ数のため得られた知見の一般化は困難であ

る。今後は調査範囲を拡大し，他の学校にも展開していくことで，分析・結果の信頼性と妥当性を高める必要があ

る。2 点目は，「ウェルビーイング」に関することである。「エージェンシー」の獲得や発揮の先には「ウェルビー

イング」がある。本研究では，「教師エージェンシー」の向上を図るための具体的な手段について検討を進めてき

たが，本研究で得られた成果である「教師エージェンシー」の向上は，教師の「ウェルビーイング」につながっ

たのかを検証することが求められる。3 点目は，「生徒エージェンシー」や「共同エージェンシー」に関することで

ある。「教師エージェンシー」は，「生徒エージェンシー」や「共同エージェンシー」と関連性がある。本研究で

は「協働」・「対話」を通じて「教師エージェンシー」の向上が確認されたが，「教師エージェンシー」の向上が

「生徒エージェンシー」や「共同エージェンシー」にどのように寄与したのかを追跡調査する必要がある。以上の

ことを今後の研究課題とし，引き続き研究を深めていく。 

 

註 

（1）各教科を担当している教諭・常勤講師は 6 名であり，非常勤講師は 4 名である。 

（2）「Student Agency」はポジション・ペーパーに合わせて「生徒エージェンシー」と訳されているが，対象は中等教育の

生徒に限らず，小学校の児童，場合によっては幼稚園・保育園の幼児，また高等教育，生涯教育などすべての学習者を

対象とすると解釈されている。 

（3）白井（2020）は，「意図されたカリキュラム」は，一般に政府機関などが策定するもの，「実施されたカリキュラム」は，

実際に学校で教師が実施するカリキュラムのこと，「達成されたカリキュラム」は，生徒が実際にどのような力を身につけた

かということを指すとしている。また，それぞれの間には乖離があり，各国の共通の課題として認識されているとしている。 

（4）各原理の詳細は以下の通りである。①「エージェンシー」：カリキュラムが，生徒にモティベーションを与えるとともに，既

有の知識やスキル，態度・価値観を認識できるような形でデザインされること。②「選択」：生徒に，多用で幅のあるテー

マやプロジェクトに取り組む選択肢が与えられること。また，十分な情報が与えられたうえで，自分たちでテーマやプロジ

ェクトを選択したり，提案する機会も与えられること。③「柔軟性」：新たな社会的課題への対応や，個々の生徒の学習上

の必要性に応じて，学校や教師がカリキュラムを柔軟に変更，調節していくこと。④「教科横断性・相互関連性」：教科等

で学ぶ内容や概念が，他の教科あるいは教科横断的な内容や概念と，どのように関連しているのか，学校外の実生活と同

関連しているのか，といったことを学ぶ機会が与えられること。 

（5）久冨（1996）によると「学校文化」は，教員による「組織文化」，生徒による「生徒文化」，教員文化と生徒文化をつな

ぐ「校風文化」から形成されるとし，中留・田村（2004）によると「組織文化」は，「カリキュラム文化」（子ども観，学力

観，指導観，カリキュラム観，など，教育活動を方向づける）と「狭義の組織文化（同僚性，協働性など組織の特性）」

（教職員同士の人間関係のあり方や働き方など教育活動に間接的に影響）に大別できるとしている。 

（6）「協働」と「対話」については以下の知見が参考となる。秋田（2000）は「一つの課題解決や目標に向かって各自が分

担し最終的に結果，作品を共有することが共同であるのに対し，協働はそこにいたる過程を共有し交流・探究することによ

って互恵的に学びあうこと」としている。熊谷（2021）はチーム学習において「対話（dialogue：ダイアログ）」が重要な

役割を果たすことについて言及している。ここでの「対話」とは，ピーター・センゲが言うところの「日常の経験や私たち

が当然のことと受け止めている事柄について，皆で探究し続けること」である。 

（7）その他の校内研修として，「キャリア・パスポートの活用」，「生徒エージェンシーを高める学習環境」，「生徒の自己決定

を促すカリキュラム・マネジメント」を実施した。 

（8）扇原ら（2022）によって作成された教師エージェンシー尺度は４ 段階評定で設定されている。本尺度はあくまでも探索的
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に検討していること，「生徒エージェンシー」の定義と尺度項目を援用していることから，扇原らは今後の課題として尺度を

再検討する必要性について言及している。また，扇原らの研究は横断調査であり，本研究は個人の変容を見取る縦断調査

である。4 段階評定では，変化が小さい場合はその変化量を把握しきれない可能性がある。カリキュラム開発を展開する

ことが効果的か，効果の幅を見られるように５ 段階評定とした。 

（9）「教師エージェンシー」の向上の果てに到達したいのは「生徒エージェンシー」の向上・発揮である。教師だけでなく，

生徒の実態把握を兼ねて，第 1 回目の調査を行った。また，ここでは「教師エージェンシー」と「生徒エージェンシー」

の群間差を比較するために，教師エージェンシー尺度特有の【柔軟性】の項目は省略している。なお，【柔軟性】を含む

1 回目の結果については，表 7 を参照されたい。 

（10）参加した地域住民は，学校運営協議会委員と地元企業Ｔ である。 

（11）インタビュー以前に外部講師を招いた校内研修を実施した。そこでは，自己の教育観や理念をリフレクションする活動を

行った。その研修が印象深く残っていたため，ここで語られたと考えられる。 

（12）「アウトサイド・インサイダー」は，外部者の視点をもった内部者のことを指し（安藤，2019），組織学習の促進には外部

者の視点をもつ人物による組織への「介入（intervention）」が効果的と考えられている。 

（13）千々布（2021）は，「批判的リフレクション」を授業において意識すべき目的自体を常に見直す姿勢と考え方と定義して

おり，子どもの考えを鋭敏に受け止め，指導意図を柔軟に見直しているのが「批判的リフレクションの姿」としている。 

（14）「ダブル・ループ学習」とは，「望む結果が得られなかったとき，『行動』というより，その『行動』の基盤となっている

『価値前提』の見直しをする学習のこと」である（安藤，2019）。 

（15）千々布（2021）は，リフレクションを促す側も常に自らをリフレクションしていくという「互いのリフレクションの連鎖」が

教師のリフレクションを深めるとしている。 

（16）センゲ（1995）は，「『ディスカッション』は，どの考え方が最善かを探究するためのものであり，チームが合意に達した

り決定を下したりしなければならない際には，『ディスカッション』がいくらか必要になる」と指摘している。 

（17）OECD（2019）は，「エージェンシー」には「目標」と「プロセス」の 2 つの側面があるとしている。両者は循環的な

関係にあることが示されている。 
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